
- 成果指標の ② 学校適正配置課資料

市奨学金制度の利用率(単年度) 目標 100 100 100 100 取得方法 ③ 学校教育課資料
④ ％

実績 100 - - - ④ 教育総務課資料

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7

安全で快適な ①市立学校施設 ①施設、備品等の 学習系ｼｽﾃﾑを授業 目標 25 30 35 40 小中一貫校の ①市立学校 ①全ての市立学校 小中一貫校数(累 目標 1 2 2 2
① ％ ① 校

学校施設の整 、備品等 安全性、機能性が で利用する教員 実績 42 - - - 推進 が小中一貫校とな 計) 実績 1 2 - -

備 ②学校給食 保たれている。 依頼のあった修繕 目標 72 74 76 78 っている。 目標
② ％ ②

②学校給食の安全 の完了割合 実績 83.4 - - - 実績

性が確保されてい 学校給食における 目標 0 0 0 0 目標
③ 件 ③

る。 事故件数(単年度) 実績 33 - - - 実績

目標 目標
④ ④

実績 実績

地域ぐるみで ①通学路 ①予知できる危険 通学路の危険箇所 目標 80 80 80 80 教育の機会均 ①経済的な理由 ①進学に伴う経済 負担軽減を感じた 目標 100 100 100 100
① ％ ① ％

行う児童生徒 ②地域住民 箇所が是正されて の改善率(累計) 実績 75.6 - - - 等に資する奨 を抱える高校又 的な不安が解消さ 利用者の割合 実績 100 - - -

の安全対策の いる。 学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 目標 970 980 990 1,000 学金制度の拡 は大学、専門学 れる。 目標
② 人 ②

充実 ②授業、学校行事 登録者数 実績 899 - - - 充 校への進学希望 実績

、登下校の見守り 目標 者 目標
③ ③

活動や地域の防犯 実績 実績

活動に参加しても 目標 目標
④ ④

らう。 実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和4年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

・適正規模・適正配置基本計画（後期計画）を見据えた個別施設計画の修正・検討及び危険箇所の早急な修繕を実 【取組方針】

施する。 ■ 全て達成 ・中長期的に屋根、空調設備の改修・今後の実施計画の検討、日常管理での緊急を要する修繕を実施した。

・教室の空調設備の使用、消毒設備の設置により、熱中症や新型コロナウィルス感染症対策を実施する。 ・国の交付金を活用し換気機器、消毒液等消耗品の適正配置に努めた
取組

・ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けて、電子黒板を含む大型提示装置の配備状況を調査し、実態に基づく整備計 □ 一部未達成 ・適正規模・適正配置基本計画(後期計画)に基づき、西中学校区小中一貫校の整備に向けた事務を進めた。
方針

画を作成する。 ・葛生義務教育学校開校に向けた移転を円滑に実施した。

・学校給食における安全管理を徹底する。 □ 全て未達成 ・1人1台端末を授業で活用、普通教室に電子黒板等の大型提示装置を配備、活用に向けICT研修を実施した。
施

・給食費の納付について、電子メール配信システムを活用した保護者への事前周知などにより、収納率向上を図る ・センターでの調理から配送・配膳業務について、ハサップ等に基づく安全管理を徹底した。
策

。 ・さくら連絡網を活用し、給食費口座振替日前に口座への入金をリマインドし、収

令

納率の向上を図った。

和

・佐野市立小中学校適

５

正規模・適正配置基本

年

計画（後期計画）に基

度

づく小中一貫校の整備

　

を推進する。 □ 全て達

施

成 ・道路管理者等との

策

連絡・連携・協力のも

・

と、通学路の安全管理

基

に努めた。

・葛生義務

本

教育学校開校に向けた

事

移転を円滑に実施する

業

。 ・奨学金の応募動向

マ

や利用者ｱﾝｹｰﾄの

ネ

結果を検証するほか、

ジ

県内、両毛の各市の動

メ

向を調査した。
成果

・

ン

通学路の安全確保、登

ト

下校時の見守り活動等

シ

のボランティアの確保

ー

、防犯対策の取組を引

ト

き続き実施する。 ■ 一

　

部未達成 【達成状況】

（

指標
・奨学金貸付制度

令

の見直しなどを継続的

和

に検討する。 ・年次計

４

画に基づく校舎屋根改

年

修をはじめ学校要望の

度

8割を実施、コロナ対

実

策関連用品を全学校に

績

配置完了。

□ 全て未達

に

成 ・令和5年度当初の

基

葛生義務教育学校開校

づ

、西中学校区小中一貫

く

校の事業調査を実施し

評

た。

・電子黒板の全校

価

配置を完了、ICT研

）

修も6回開催した。

基

 

本事業名 令和4年度基

作

本事業の取組方針 基本

成

事業の取組方針・成果

日

指標達成状況 基本事業

 

名 令和4年度基本事業

 

の取組方針 基本事業の

令

取組方針・成果指標達

和

成状況

安全で快適な学

 

校 ・適正規模・適正配

6

置基本計画（後 取組方

年

針 ■ 全て達成 □ 一部未

 

達成 □ 全て未達成 小中

3

一貫校の推進 ・佐野市

月

立小中学校適正規模・

 

適正 取組方針 ■ 全て達

5

成 □ 一部未達成 □ 全て

日

未達成

施設の整備 期計

基

画）を見据えた個別施

本

設計画の 成果指標 □ 全

目

て達成 ■ 一部未達成 □

標

全て未達成 配置基本計

名

画（後期計画）に基づ

0

く 成果指標 ■ 全て達成

4

□ 一部未達成 □ 全て未

豊

達成

修正・検討及び危

か

険箇所の早急な修 【取

な

組方針】 小中一貫校の

心

整備を促進する。 【取

を

組方針】

繕の実施する

育

。 ・年次計画及び緊急

み

性、危険性を判断し修

、

繕を実施した。 ・葛生

学

義務教育学校開校に向

び

けた移 ・佐野市立西中

合

学校区小中一貫校の整

う

備の方向性を検討した

ま

。

・熱中症や感染症対

ち

策として教室に ・熱中

づ

症、感染症対策として

く

換気・消毒設備を設置

り

した。 転を円滑に実施

学

する。 ・佐野市立西中

校

学校区及び城東中学校

管

区の小中一貫校整備に

理

向けた

換気、消毒設備

課

を設置する。 ・電子黒

政

板等の大型提示装置を

策

整備計画に基づき配置

体

した。 説明会を開催し

系

た。

・ＧＩＧＡスクー

政

ル構想の実現に向 ・“

　

ハサップ”に基づき、

策

安全・安心な給食提供

　

に努めた。 ・葛生義務

名

教育学校開設に向けた

0

移転を円滑に実施した

1

。

けて、電子黒板を含

豊

む大型提示装置 ・さく

か

ら連絡網を活用し給食

な

費の納入期限の厳守・

心

徹底を図った。 【達成

と

状況】

の配備状況を調

確

査し、実態に基づく 【

か

達成状況】 ・佐野市立

な

西中学校区小中一貫校

学

整備事業基本構想策定

力

及び民間活

整備計画を

を

作成する。 ・城北小、

育

北中の校舎屋根の改修

む

力導入可能性調査結果

ま

の報告

・学校給食にお

ち

ける安全管理の徹底 ・

づ

学校より依頼のあった

く

修繕983件中820

り

件(83.4%)を実

施

施・完了 ・地域説明会

策

（西中学校区（４回）

主

、城東中学校区（１回

管

））

を図る ・感染症対

課

策で消毒ｽﾀﾝﾄﾞ、

長

CO2測定器、消毒液

施

等を購入・配置 ・葛生

　

・常盤中学校区小中学

策

校（６校）の閉校式を

　

開催した。

・保護者に

名

対して給食費の適正納

0

付 ・電子黒板等の大型

2

提示装置について計画

安

とおり配置を完了
基

を

全

啓発する。 ・給食ｱﾚ

で

ﾙｷﾞｰ事故0件,異

安

物混入33件（前年度

心

より2件増）
本

・連絡

し

網での納入周知率99

て

.3%,徴収率98.

学

85%,未納額5,5

べ

32,905円
事

地域

る

ぐるみで行う ・通学路

教

の安全確保、登下校時

育

の見 取組方針 ■ 全て達

環

成 □ 一部未達成 □ 全て

境

未達成 教育の機会均等

の

に ・奨学金貸付制度の

整

見直しなどを継 取組方

備

針 ■ 全て達成 □ 一部未

村

達成 □ 全て未達成
業

児

山

童生徒の安全対 守り活

　

動等のボランティアの

和

確保、 成果指標 □ 全て

之

達成 □ 一部未達成 ■ 全

施

て未達成 資する奨学金

策

制度 続的に検討する。

関

成果指標 ■ 全て達成 □

係

一部未達成 □ 全て未達

課

成

策の充実 防犯対策の

情

取組を引き続き実施す

報

る 【取組方針】 の拡充

政

【取組方針】

。 ・通学

策

路は、日頃より警察、

課

道路管理者、市関係部

、

署との連絡・連 ・応募

市

者の動向や利用者アン

民

ケートの結果を検証し

生

た。

携・協力のもと、

活

迅速な対応・対策をと

課

っている。 ・県内１３

、

市、両毛４市へのアン

交

ケート（給付型奨学金

通

について）

・町会やﾎ

政

ﾞﾗﾝﾃｨｱとの連携

策

を図り、登下校時の安

課

全対策、警察と連 を実

、

施し、奨学金制度拡充

教

等の見直しを検討した

育

。

携した交通安全教室

総

を行い、児童生徒の交

務

通安全意識を高めた。

課

【達成状況】

・登下校

、

時の児童生徒の安全を

学

図るため、警察、道路

校

管理者、市関 ・貸与満

適

了者へ利用者アンケー

正

トを実施したところ、

配

経済的負担が

係部署か

置

らなる連絡協議会を開

課

催、現地を確認し情報

、

共有を行う。 軽減され

学

たと感じる利用者は1

校

00％となり、目標の

教

100％を達成した

【

育

達成状況】 。

・通学路

課

危険箇所（373か所

、

）のうちを282か所

教

を改善、75.6％に

育

留

まり目標を下回った

セ

。

・学校支援ﾎﾞﾗﾝ

ン

ﾃｨｱは、コロナで活

タ

用する機会が激減、人

ー

数も目標

とする970

、

人に届かず、899人

生

に留まった。

４．施策

涯

の基本情報
社会情勢変

学

化、国・県の動向、市

習

民・議会意見等 施策の

課

成果向上に向けての役

１

割分担

・佐野市立小中

．

学校適正規模・適正配

施

置基本計画（後期計画

策

）が令和元年8月に策

の

定され、事業年次、施

目

設 市民 事業所 行政

施 規

的

模及び事業費等は別に

と

実施計画を定め、事業

成

を進めることとなった

果

。 ・小中一貫校設置に

把

向け、地域とともにあ

握

る学 ・学校給食調業務

こ

等理受託者、学校給食

の

食材 ・学校施設定期点

施

検により施設事故を防

策

止

策 ・新型コロナウイ

は

ルス感染症の発生によ

、

り、消毒の徹底や児童

誰

生徒間の距離の確保な

、

ど感染症予防対策をと

何

校づくりの観点のもと

を

参画する。 納入業者等

対

は衛生管理を徹底し、

象

食中毒、食 ・市立小中

と

学校の中学校区毎の集

し

約化を推進

の る必要が

て

生じ、学校が休業とな

い

った際の児童生徒の学

る

びを確保するため、令

か

和2年6月の補正予算

対

でクラウド ・児童生徒

象

の登下校時の見守り活

指

動について、 物アレル

標

ギー事故及び異物混入

単

が起こらない ・通学路

位

の点検、安全対策への

R

推進

基 上のシステムを

4

利用した学習支援を行

R

うＩＣＴ活用自学自習

5

支援事業を導入したほ

R

か、国においてはGI

6

GAス 地域ぐるみで推

R

進する。 よう徹底した

7

安全衛生管理を行う。

①

・学校給食における安

施

全・衛生管理を徹底し

設

本 クール構想の実現に

の

向けた情報端末の整備

安

が前倒しとなり、１人

全

１台端末、タブレット

管

用充電保管庫の整備 ・

理

給食費の適正納付に努

の

める。 、食中毒、食物

状

アレルギー事故及び異

況

物混入

本 及び高速大容

を

量の通信ネットワーク

測

工事が完了した。 事故

る

を防止。

情 ・葛生義務

た

教育学校通学用バスの

め

運行について、生活路

に

線バスを活用した方式

採

を提案したが、一般市

用

民と混 ・葛生義務教育

し

学校通行バス運行連絡

た

協議会

報 乗となること

。

の不安を払拭できず、

①

開校後2年間はスクー

市

ルバス方式で運行する

立

ことになった。 を設置

学

し、生活路線バスの活

校

用を検討

５．施策全体

①

の総括・今後の課題・

市

今後の方向性
施策の成

立

果実績と施策の基本情

学

報及び施策コストに関

校

する全体総括 今後の課

数

題 今後の方向性

【安全

(

で快適な学校施設の整

累

備】 【令和５年度で解

計

決する課題】 ①工事内

)

容と予算規模を踏まえ

校

、年次計画に基づく校

2

舎等の改修・修

・校舎

9

、体育館の屋根防水・

-

外壁工事を実施、学校

-

より指摘された施設設

-

備の危険個所を順次修

②

繕した。 ・関係課と連

市

携・調整し、学校施設

立

大規模改修計画を策定

学

する。 繕を実施する。

校

・国の交付金を活用し

が

、各学校に感染症対策

小

物品等を購入し配置し

中

た。 ・葛生義務教育学

一

校通学バスの運行形態

貫

を協議する場を設置す

校

る。 ②感染症対策の継

に

続と冷暖房,換気等設

な

備の更新、義務教育学

っ

校体育

・普通教室への

て

電子黒板の配備や教員

い

向け研修をきめ細かく

る

実施し、ｼｽﾃﾑを利

か

用する教員がほぼ過半

を

数に達した ・西中学校

測

区小中一貫校整備の事

る

業者選定の枠組みをつ

た

くる。 館と小中一貫校

め

への移行期間と改修費

に

用対効果を踏まえた小

採

中学校へ

。 ・1人１台

用

端末を含む学習系ｼｽ

施

ﾃﾑ更新に向けた計画

策

を立案する。 の冷暖房

の

設備の整備について検

目

討する。

・学校給食事

的

故防止の指導・注意喚

②

起を徹底したが、食物

通

ｱﾚﾙｷﾞｰ事故0件

学

も、異物混入事故は3

路

3件発生した。 【令和

②

６年度以降にも引き継

通

がれる課題】 ③現在の

学

調理委託と施設の維持

班

管理も含めた包括委託

数

の実施を図る。

・給食

（

費の未納額は令和3年

累

度より増加した。督促

計

訪問を計画したが、コ

）

ロナのため実施が難し

班

かった。 ①適正規模・

7

適正配置、個別施設計

8

画と整合した改修の実

3

施 ④給食費の納付指導

-

や未納者に対する法的

-

手順等を定め実行する

-

。

【小中一貫校の推進

し

】 ②感染症及び熱中症

た

対策の対応、屋内運動

。

場へ空調設備の設置検

「

討 ⑤小中学校適正規模

対

・適正配置基本計画(

　

後期計画)実施計画(

象

Ⅰ期)に

・西中学校区

」

小中一貫校整備事業基

③

本構想策定及び民間活

奨

力導入可能性調査を実

学

施し整備の方向を定め

金

た。 ③給食異物混入対

制

策、老朽設備の適切な

度

改修も含めた維持管理

の

運営 ついて関係課と連

利

携・調整し推進する。

用

通学用バスは、今後進

希

めてい

・西中学校区及

望

び城東中学校区の小中

者

一貫校整備に向けた説

③

明会を開催した。 ④給

市

食費の未納対策と督促

民

による収納の向上に向

が

けた体制等の整備 く小

利

中一貫校も含め、生活

用

路線バスの活用を引き

で

続き検討する。

・葛生

き

義務教育学校開校に向

る

け、移転を円滑に実施

県

、通学用ﾊﾞｽはｽｸ

内

ｰﾙﾊﾞｽ方式とし運

の

行業務を委託した。 ⑤

奨

小中学校適正規模・適

学

正配置基本計画(後期

金

計画)実施計画(Ⅰ期

制

)を ⑥１人１台端末を

度

含む学習系ｼｽﾃﾑの

数

更新に向けた配備計画

(

と予算計画

【地域ぐる

単

みの児童生徒の安全対

年

策】 計画どおり推進、

度

通学用バスを地域公共

)

交通計画に基づく検討

個

を立てる。

・新型ｺﾛ

1

ﾅｳｲﾙｽ感染拡大で

3

休校や行事の中止があ

-

り、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱを

-

活用する機会が減少し

-

た。 ⑥学習系システム

③

更新計画に基づく予算

通

化と機器等の検討・選

学

定 ⑦学校支援ﾎﾞﾗﾝ

路

ﾃｨｱ研修を実施し、

の

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの資質

安

の向上と活動の活性

【

全

教育の機会均等に資す

が

る奨学金制度の拡充】

守

⑦通学路の道,踏切,

ら

老朽塀,草木等の安全

れ

対策,学校支援ﾎﾞﾗ

て

ﾝﾃｨｱ確保 化を図る

い

。

・県内、両毛４市へ

る

給付型奨学金制度等の

か

調査、貸与満了者等へ

を

のｱﾝｹｰﾄ調査を実

測

施し、制度の拡充、見

る

直し等 ⑧奨学金貸与か

た

ら返還まで、利用しや

め

すい奨学金貸付制度の

に

実施。 ⑧国の給付型奨

採

学金制度の拡充が進む

用

中、引き続き制度の周

し

知、利用

の検討に向け

た

た情報収集を行った。

。

【令和６年度重点課題

④

】 しやすい制度への見

成

直しを図る。

【施策コ

果

ストに関する全体総括

指

】 ⑨西中・城東中学校

標

区の新施設の検討と再

④

編対象施設の維持管理

奨

⑨西中学校区及び城東

学

中学校区の小中一貫校

金

整備を推進する。

・令

制

和4年度決算額は約3

度

0億7,590万円で

が

3年度決算額約47億

進

2,300万円と比較

学

、約16億4,710

を

万円の減であった。 ⑩

希

学校施設、給食施設、

望

通学路等の定期点検の

す

実施、危険箇所の改修

る

⑩各施設の危険・不具

生

合箇所を徹底して把握

徒

、迅速な改修・修繕を

に

実

主な要因は、葛生・

と

常盤中学校区小中一貫

っ

校整備事業費の18億

て

3,708万円の減に

利

よる。 及び修繕等には

用

即対応し事故防止に努

し

める。 施する。予防保

や

全が必要な箇所は、対

す

処方法、予算、実施時

い

期等を検

討、大規模改

こ

修計画等に盛り込み実

の

施を担保する。

施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 R4 R5 R6 R7 設定の考え方 制度であるかどうかを測るために採用した。

①学校施設が適切に管理され、安全で安心して教育を受け 施設の瑕疵による事故件数(単年度) 目標 0 0 0 0
① 件

られる環境となるとともに、小中一貫校となる。 実績 0 - - -

②児童生徒の登下校時の安全が確保される。 計画に対する設置された小中一貫校の割合 目標 11.1 22.2 22.2 22.2
施策の目的 ② ％

③教育の機会均等の趣旨のもと、経済的理由で大学等に修 (累計) 実績 11.1 - - -
「意　図」

学が困難な方が安心して学ぶことができる。 登下校時の事故の発生件数(単年度) 目標 0 0 0 0 ① 学校管理課資料
③ 件

実績 17 - -


